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市場志向研究の展開と課題

～顧客と接している従業員および顧客の視点を組み込む必要性～

伊 藤 友 章

は じ め に

本稿のテーマである市場志向とは，第２次

大戦後に米国のゼネラルエレクトリック

（GE）社が新たな経営理念として取り入れた

ことを１つの契機として，マーケティング実

務およびテキストブックなどで幅広く浸透し

た「マーケティング・コンセプト」という概

念から発展したものである。Kotler（2002）

によると，マーケティング・コンセプトとは，

「選択した市場に対して競合他社よりも効果

的に顧客価値を生み出し，供給し，コミュニ

ケートすることが組織目標を達成するカギと

なる（p.19）」とされている。さらには，顧

客ニーズを充足させ，高い顧客価値を提供す

るという目的の下に組織のあらゆる部門の活

動を統合していくこと，そして顧客を満足さ

せることを通じて高利益を確保していくこと

が求められる（Kotler,2002；Kohl＝Jawor-

ski,1990；McNamara,1972：Hise,1965）。

トップ・マネジメントが「我々は顧客にコ

ミットしている」と述べるのは簡単だが，こ

のマーケティング・コンセプトを組織全体に

浸透させ，その考え方をベースとして具体的

な活動を展開し，組織を成功（高業績）に導

いていくことは決して容易なことではない

（Webster, 2002）。多くの顧客から支持され

続けている理由は徹底した顧客ニーズの探索

にあるなどとマスメディアに取り上げられて

いたはずの企業が，経営破たんに追い込まれ，

その後に顧客志向とはとても言い難いその組

織の実情が浮き彫りになってくるということ

は，しばしば見受けられる。あるいは顧客

ニーズを迅速にフィードバックさせる仕組み

を築いていることで高業績をあげているとい

うふうに様々な場所で紹介されていても，そ

の企業の営業や販売など顧客と直接接してい

る部門の従業員レベルでの話を非公式に聞い

てみると，かなり異なる姿が浮かび上がって

くることも少なくない。このようなことが生

じる理由の１つとして，組織の上級管理者レ

ベルと営業・接客担当のような実際に顧客に

接している従業員（customer contact
 

employee）との間に，あるいはその彼らと

接している顧客や流通業者あるいはサプライ

ヤーとの間に，市場の捉え方や自社の市場対

応の活動に対する評価にギャップがあり，

トップ・マネジメント層が市場志向を声高に

叫んでも，それが掛け声だけで形骸化してし

まっていることが考えられる。

80年代後半から米国のマーケティング・

サイエンス協会（MSI）の支援によって進

められてきた市場志向の実証的研究（De-

shpande, 1999）の主たる目的は，市場志向

の測定尺度を開発すること，市場志向と業績

との関係を検討すること，さらに市場志向の

程度や市場志向と業績との関係に影響を与え

る要因を把握することでマーケティング・コ

ンセプトに実践的な価値を高める（Kohli＝

Jaworski, 1990：Narver, et al, 1990）こと
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にあったといえる。であれば，組織内外で市

場対応の活動に対する評価や考え方にギャッ

プがあるために市場志向が組織内で形骸化し

ているような状況を見逃さずに，市場志向の

浸透度合いを正確に理解できるような理論や

モデルを提示していくことが，市場志向の研

究の重要な課題として考えられるであろう。

より具体的には，上級管理者の視点から組織

の市場志向の度合いを捉えるだけでなく，顧

客と接している従業員が，普段どのように顧

客と接しているのか，自社の市場志向の度合

いをどのように認識しているのか，彼らが通

常接している顧客が自社の市場志向の度合い

をどのように評価しているのかといったこと

も組み込んだ研究が必要だと考えられるので

ある。しかし，ここで重要なことは，一言で

顧客と接している従業員，たとえば，営業現

場職員などの声が重要だとはいっても，その

捉え方には様々な視点がある。まずは複数の

考えられる論点を分類・整理を行っていくこ

とが求められる。

そのために，本稿では，まず90年代前後

に至るまでの市場志向研究の系譜を確認した

上で，JaworskiたちやNarverたちを中心

に90年代から進められてきた市場志向研究

の特性とその成果を検討する。さらに特に市

場志向と業績との関係に関するこれまでの成

果に注目することで，前述した顧客と接触し

ている従業員の市場志向行動や市場志向の評

価，顧客など組織外部の者の自社の市場志向

に対する評価を市場志向の研究の中に組み込

んでいく事の必要性を指摘する。さらに，そ

の課題をサービス・マーケティング，イン

ターナル・マーケティング，市場戦略，消費

者行動論，キー・インフォマント・アプロー

チをめぐる研究方法論といった様々な分野の

知見と関連付けることで，問題をより明瞭に

し，今後の研究につなげていくことを目指し

ている。

１．市場志向研究の系譜 ～マーケ

ティング・コンセプトの出現から

市場志向研究の登場まで～

前述したように市場志向とは，マーケティ

ング・コンセプトの実行方法に言及している

ものとされている。市場志向研究のルーツは，

今日においても広くマーケティングのテキス

トで掲載されているマーケティング・コンセ

プトに関する研究であるといってよいだろう。

マーケティング・コンセプトは1920年代に

はやくも学術文献において認識されていると

される（Cross＝Brashear＝Rigdon＝Bel-

lenger, 2007）が，マーケティング・コンセ

プトの考え方が実務家・マーケティング研究

者の間で広く関心を呼ぶことになったのは

1950年代以降である。とりわけその大きな

きっかけになったのが，第２次大戦後，GE

社が発表した新たな経営理念のなかに，マー

ケティング・コンセプトの考え方が含まれて

いたことであった。それと同時期に，

Drucker（1954）による，「マーケティング

は完全に専門化された活動ではなく，顧客の

観点からみた事業の全体である」といった主

張や，Levitt（1960）のマーケティング・マ

イオピアの議論が，マーケティングは第１に

ゼネラル・マネジャーの責任であり，エグゼ

クティブは顧客への関心を企業の優先順位の

トップにおくべきであるといった主張を促す

ことになり，マーケティング・コンセプトの

重要性を一層浸透させることになったのであ

る（Webster,1988）。

上記のWebster（1988）の指摘からも伺

えるように，マーケティング・コンセプトの

初期の関心は，組織の価値と志向性を形成す

るトップ・マネジメントの能力にあった。い

わばマーケティング・コンセプトを経営者の

ビジネス哲学あるいは指導哲学として捉えて

いたのである。しかし，1960年前後には，

マーケティング・コンセプトをどのように組
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織に浸透させていくのか（Felton, 1959）と

いう90年代以降の市場志向研究の主要テー

マと同様の問題が早くも一部検討されるよう

になってくる。マーケティング・コンセプト

は健全なビジネス哲学として広く受け入れら

れてきたけれども，それを実行するという問

題になったときに困難が生じることになる。

Barksdale＝Darden（1971）は，1970年に

米国の主要企業の経営者とマーケティングの

教育を担う大学研究者の双方に，マーケティ

ング・コンセプト，その次元，適切なオペ

レーション，ビジネスおよび消費者への貢献

についてどのような意見を有しているのかを

調査をしているが，そこでマーケティング・

コンセプトが実務世界と教育の世界で広くポ

ジティブな支持を得ていることを確認しつつ

も，そこでの調査での回答者の多くがマーケ

ティング・コンセプトの応用に失敗する原因

として，その概念の本質的な弱みよりは，実

行することの問題を挙げていると結論づけて

いる。

さらに，Barksdale, et  al.（1971）は，

もっとも挑戦的な課題はマーケティング・コ

ンセプトのオペレーショナルな尺度を開発す

ることであるとも述べていた。60年代から

70年代においても，マーケティング・コン

セプトの測定をすることは，Hise（1965），

McNamara（1972）をはじめとして幾人か

の研究者によって試みられ，それは80年代

以降でも新製品開発におけるマーケティン

グ・コンセプトの影響の検証（Lawton＝

Parashuarman, 1985）といった研究などで

一部用いられていた。彼らの成果は，のちの

90年代市場志向研究の先行研究として位置

づけることができるであろうが，彼らの開発

した尺度は，マーケティング・コンセプトの

実施を示す活動を直接測定するのではなく，

上級マーケティング管理者の組織での地位，

トップ・マネジメントのマーケティング実務

経験の有無，市場調査機能の範囲，製品開発

へのマーケティング責任者の関与や責任の程

度などの代理変数での測定であったこと

（Webster, 2002），測定尺度として信頼性や

構成概念妥当性の検証が不十分であったこと

（Narver, et al, 1990）などが問題点として

あった。結局，アカデミックな研究対象とし

て継続的な関心が持たれ，多くの論者がそこ

に参加していくということはなかったのであ

る。その背景には，70年代においては，一

部の論者が指摘するように米国企業において

マーケティングの影響が弱まり関心が薄れた

こと（Day＝Wensley, 1983：Webster,

2002）や，マーケティング・コンセプトに対

する批判（イノベーションの阻害，社会的視

点の欠如）も増加したこと（Kaldor, 1971）

など実務世界での傾向が反映されていること

も考えられる。

しかし，80年代に入り，再びマーケティ

ング・コンセプトへの関心が高まり，その実

行という問題がマーケティングの研究課題と

しても注目されるようになる。そのような傾

向は次の２つの流れに代表される。ひとつは，

文献の焦点が販売組織に向かい，評価，報酬

システムの成果としてセールス・パーソンの

市場志向が考察 さ れ る よ う に なった

（Saxes＝Weitz, 1982）。この個人レベルの

市場志向は，セールス・パーソンの顧客志向

として言及され，セールス・パーソンは顧客

と直接接触しているゆえに販売成果に影響を

与えるであろうという信念から，大きな関心

が向けられたのである。もう１つは組織内の

情報の流れが組織の市場志向を促進し，コン

フリクトを阻害要因として捉えることを理論

化した研究である。たとえば，Deshpande＝

Zaltman（1982）のマーケティング・リサー

チの情報の活用のされ方に関する研究などが

それに該当する。彼らの研究では，市場志向

という言葉は直接用いられていないけれども，

市場志向が市場情報の活用に関わる活動から

構成されるもの（Kohli,et al,1990）である

市場志向研究の展開と課題(伊藤)
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以上，これら研究は，今日の市場志向研究に

大きな影響をもたらした先行研究として位置

づけるべきものであろう。さらに，Webster

（1988），McKenna（1991)，Shapiro（1988)

など，マーケティング・コンセプト再評価を

主張する論文が相次いで発表された。これら

論文からは，70年代から80年代における米

国企業の競争力低下などを受け，実務世界か

らマーケティング・コンセプトを再評価しよ

うとする傾向がみられることが示唆されてい

た。

そのような状況下で，市場志向の実証研究

のスタートの直接の引き金になったのが，

1987年のマーケティング・サイエンス協会

（MSI）のカンファレンス（Deshpande,

1999）であり，その後，MSIの援助により，

市場志向の実証的研究が多くの論者によって

発表されることになっていくのである。

２．90年代以降の市場志向研究の特性

前述したように，1987年のMSIのカン

ファレンスをきっかけとして米国を中心に市

場志向の実証的研究が多くの論者によって発

表されることになる。前述したように，そこ

での焦点は，マーケティング・コンセプトを

単なるビジネス哲学や経営のスローガンと

いったレベルにとどめず，いかにそれを実行

していくかということに当てられ，マーケ

ティング・コンセプトの実践的価値を高める

ことが目指されてきたのである。それはすで

に述べたように，60年代以降のマーケティ

ング・コンセプトの研究の中でも指摘されて

いたのであるけれども，長年にわたって十分

な取り組みが行われていなかった課題だった

のである。

その中でも，90年代前半以降，B.J.

JaworskiとA.K. Kohli（Kohli, et  al.

（1990），Jaworski＝Kohli（1993），Jawors-

ki＝Kohli＝Kumar（1993）），J.C. Narver

と S.F. Slater（Narver, et  al.（1990），

Slater＝Narver（1994））という２つの研究

グループがこの分野をリードしていった。彼

らが行った研究は，発表された論文の引用の

頻度の点などからしても現在の市場志向の代

表的な研究であり，今日の多くの市場志向の

実証研究の基盤となってきたといってよいだ

ろう（Harris, 2001：Harris, 2002：De-

shpande＝Webster, 1998）。そこで，ここで

は，彼らの研究を手がかりにして90年代の

市場志向研究の特性を把握していきたい。

なお両グループに共通の市場志向研究につ

いてはじめに２つの点を指摘しておきたい。

第１に，彼らは全社レベルではなく事業レベ

ルを対象にしている点である。彼らの調査で

は回答者が所属している事業単位が市場志向

的であるかどうかを問うているのである。こ

れは，同じ企業内でも事業単位ごとに市場志

向の程度は異なることを前提にしているから

である（Jaworski,et al,1993）。第２に，こ

こでマーケティング・コンセプトやマーケ

ティング志向という言葉ではなく，市場志向

という言葉が用いられたことについてである。

これらの言葉の意味するところに大きな違い

はないとされる（Shapiro,1988）が，Kohli,

et al.（1990）は，市場志向と言う言葉を用

いた理由として，①顧客だけでなく競争相手

の行動に対する情報の獲得やその反応の程度

も組み込む，②協働と協調を強調すること，

③マーケティング部門に強力な権限を付与さ

せることなどといった組織内部の政治的な含

みを回避するためには市場志向という用語が

採用されるべきであることの３点を挙げてい

る。

⑴ 市場志向の概念規定と測定尺度の開発

マーケティング・コンセプトの実践的価値

を高めるために90年代以降の市場志向研究

でまず取り組まれたのが，市場志向の概念を

確定した上で，組織の市場志向の程
・
度
・
を測定
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できる尺度をつくることであった。

まずKohli, et  al.（1990）では，マーケ

ティング・コンセプトを顧客視点，統合マー

ケティング，利益志向という伝統的な定義で

捉えた上で，この定義をより実践的な価値を

高めるために，市場志向を市場情報の処理活

動として捉えた。具体的には，市場志向を，

現在および将来の顧客ニーズに関する市場情

報の組織全体における創出，部門間での市場

情報の伝搬，市場情報への組織全体の反応と

いう３つの要素からなっているものとして捉

えたのである。市場情報の創出とは，現在あ

るいは将来の顧客ニーズを容易に知ることが

出来る市場情報の体系を創出することを意味

している。ここでの市場情報とは，顧客の言

葉で表現されたニーズや選好だけでなく，そ

のニーズや選好に影響を与える外的要因も含

んでいる。さらには，ニーズには顕在的な

ニーズだけでなく，顧客自身も十分に認識し

ていない潜在的なニーズも含まれている。情

報の伝搬は組織の全ての部門およびに市場知

識を普及させることを意味している。市場情

報への反応は，組織はこの知識に反応し，そ

の影響を行動の中で示すことを意味している。

そして，Jaworski, et al.（1993），Jawors-

ki＝Kohli＝Kumar（1993）では，以上のよ

うな３つの要素について，米国の４都市にお

ける62人のマネジャーと10人の学識経験者

へのインタビュー（Kohli, et. al. 1990）を

ベースにした発見志向的なアプローチによっ

て，MARKORという20項目からなる測定

尺度および研究の基本枠組みが提案されたの

である。

一方，Narverたちは，市場志向を買い手

にとって優れた価値を創造するために必要な

行動を促す文化もしくは風土として定義づけ

ていることから，市場志向を一種の組織文化

として捉えているとされている。しかし，

Narver, et al.（1990）では，文化そのもの

を測定しようというよりは，定義の中の「買

い手にとって優れた価値を創造するために必

要な行動」に言及しており，彼らが開発した

測定尺度も，組織内の価値規範として市場志

向がどの程度浸透しているのかを直接測定す

るよりは，たとえば，顧客価値の創造を第１

に掲げ，利益は顧客価値の提供を通じて獲得

されるなどといった考え方をベースにした場

合にとられるであろう行動を測定している。

Jaworskiたちも，Narverたちも市場志向

尺度は，行動を測定しているのである

（Gounaris＝Avlonitics,2001）。

Narver & Slater（1990）は，主に持続的

競争優位に関する文献をベースにしながら，

市場志向を，顧客志向，競争志向，部門間調

整，の３つの行動要素から捉えている。当初

は利益志向，長期志向も組織の意思決定基準

として市場志向を構成する要素として加えて

いたが，尺度の信頼性の低さから除外されて

いる。顧客志向は，事業が継続的に買い手に

とっての価値を増大させたり，コストを減ら

したりすることが出来るようなることを目的

として最終ユーザーのセグメントにおける買

い手を十分に理解し，買い手のニーズに十分

対応することを示している。競争志向は競争

相手と対比しての自社の事業の提供物の価値

と能力の継続的な評価を示している。主要な

現在の競争相手と潜在的な競争相手両方の短

期的な強みと弱み，長期的な能力と戦略を理

解することを含んでいる。そして，部門間調

整は，買い手と競争相手の情報が事業内で共

有され，意思決定が部門を横断してなされ，

全ての部門が買い手の価値創造に貢献してい

ることを意味している。以上の３つの行動要

素に関し，計15項目からなる測定尺度

（MKTOR）を開発したのである。

両研究グループが提示した尺度の具体的項

目については，付録を参照されたい。これら

項目がリッカートタイプの７点尺度（Nar-

ver, et  al, 1990），あるいは５点尺度

（Jaworski,et al,1993）で測定されることで，
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組織が市場志向であるか否かではなく，組織

の市場志向の度合い（程度）が測定出来るよ

うになったのである（Harris,2002）。

⑵ 市場志向と事業成果との関係

このような概念規定と測定尺度を明確にし

た上で，市場志向研究では，市場志向と業績

との関係を実証することに注目がおかれた。

マーケティング・コンセプトは概念的には顧

客満足を通じた高利益ということを主張する

ものの，マーケティング・コンセプトに基づ

いた経営をしている会社が本当に高利益など

財務上の高い業績をあげているどうかという

ことが関心の的になった。市場志向の（内部

志向に対する）優越性という強い信念はしば

しば逸話的であり，日常的な証拠に依存して

いた（Narver, et al, 1990）のである。さら

に，70年代のマーケティング・コンセプト

研究においても市場志向が業績にプラスの影

響を与えることに懐疑的な主張がすでにされ

ていたことはすでに確認した通りである。

Jaworski, et al.（1993）では，事業の業

績として，回答者の主観的な判断的尺度と市

場シェアや ROEのような客観的尺度を成果

変数として取り入れた。前者の判断尺度は，

調査の回答者に，昨年１年の事業の全体的成

果，最近１年の競争相手と比較した事業の全

体成果を，５点尺度で判断してもらい，さら

に，従業員の組織コミットメントの高さと団

結心についても回答者に判断し，評価しても

らうことで，入手している。その結果，客観

尺度については関連性がほとんど認められな

かったが，判断的な尺度については市場志向

との関連性がみとめられた。しかし，Nar-

ver, et al.（1990）では，客観的尺度である

ROAを事業の業績の尺度として用いた上で，

市場志向度合いの高い事業は，高い ROAを

達成していることを確認している。さらに，

Slater＝Narver（1994）では，Narver, et
 

al.（1990）と同じデータで，ROI，新製品の

成功度，売上の成長の３つの客観尺度を用い

て，市場とこれら業績との間について同様の

結果をだしている。

さらに彼らの研究およびその後の多くの論

者の研究によって，業績等の成果変数だけで

なく，市場志向の先行変数（たとえば，トッ

プ・マネジメント要因，部門間ダイナミック

ス，組織システム（Jaworski, et  al.

（1993）），後述するが媒介変数，モデレータ

変数等を想定し，それらと市場志向との関係

が検討されていったのである。

以上のような２つの研究者グループの成果

はその後の市場志向研究に大きな影響を与え

た。たとえ ば，MARKOR，MKTORと

いった市場志向の測定尺度は，その後の10

数年にわたって数多くの市場志向研究で，若

干の修正を加えられつつも，ほとんど原型の

まま活用されてきている。多くの論者が，そ

れら尺度を用いて追試的な実証を行ったり，

複数の研究を集約するメタ分析を行ったりし

たのである（Kirca＝Jayachandran＝Bear-

den, 2005）。また，サンプルを米国以外の他

国を対象にとり，市場志向と業績の関係が他

国でも実証できるかを示した研究（ex,

Greenley, 1995：Gray＝Matear＝Bo-

shoff＝Mathson, 1998：Chang＝Chen,

1998），イノベーションの促進に市場志向が

果たす役割を示した研究（ex. Han＝Kim＝

Srivastava, 1998：Lukas＝Ferrel, 2000：

Narver＝Slater＝MacLachlan. 2004），測

定尺度の精緻化あるいは両アプローチの尺度

の結合を意図した研究（Deshpande＝Far-

hey,1998：Matuno＝Mentzer＝Rent,2005）

などが後に展開されたが，データ収集，測定

尺度等，課題の対象になる部分以外は，この

２つの研究者グループが示した枠組みをベー

スにしながら，多くの研究が行われていった

のである。
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⑶ 市場志向と業績との関係に関する研究の

問題点

市場志向と業績との関係については，その

後の多くの論者の研究で実証されたけれども

すべての研究で市場志向の組織が高業績を達

成しているという仮説が支持されているわけ

ではなく，この直接的な関係が支持されな

かったとする研究も少なからず報告されてき

た（Deshpande＝Farhey＝Webster, 1993：

Greenly, 1995：Han, et al. 1998：Harris,

2001：Noble＝Singha＝Kumar, 2002）。ま

た JaworskiたちやNarverたちの後に市場

志向と業績との関係を明らかにした研究の多

くは，調査回答者の主観的な判断データで業

績の測定をしており（Rukert, 1992：De-

shpande＝Farhey, 1998：Chang＝Chen,

1998：Kumar＝Subramanian＝Yauger,

1998：Baker＝Shinkula,2000：Homburg＝

Pfesser. 2000：Matuno＝Mentzer＝Rentz,

2005），財務尺度を主に用いる客観的パ

フォーマンスとの関係を明らかにしようした

研究は相対的に少ない。後述するように市場

志向の研究における調査回答者は，当該組織

の上位レベルのマネジャー個人であることが

多いのだが，市場志向の研究は，「上級管理

者が市場志向の度合いが高いと評価している

組織ほど，同じ上級管理者が自組織は業績が

高いと評価している」ということを実証して

いるに過ぎないということになる。

しかも，客観的パフォーマンスを用いた数

少ない研究では，Jaworski, et al.（1993）

においてもそうだったように，市場志向と業

績との関係が必ずしも支持されていないもの

が少なくない。Greenly（1995）で は，

Slater＝Narver（1994）の研究とほぼ同じ

枠組みで英国企業を対象とした実証研究を

行ったけれども，ROI，新製品の成功率，販

売の成長率といった３つの客観的尺度につい

て，いずれも市場志向との繫がりに関する仮

説は支持されなかった。Harris（2001）で

は，売上成長と ROIについてマネジャーの

判断と客観的な数値との両方で市場志向が与

える影響を検証しているものの，いずれにお

いても，市場志向との直接的な関係は検証さ

れ な かった。Hult＝Ketalhen＝Slater

（2005）では，市場志向と業績との間に，組

織的反応という概念を媒介させたモデルを検

証しているが，そこでは，組織的反応が入る

ことで，市場志向― 組織反応― 客観的尺

度での業績との関係が支持されるが，市場志

向と客観尺度の業績との直接的な関係には有

意な関係がみられなかった 。

また市場志向― 業績関係の研究の多くが

静態的なクロスセクショナルな研究であるが，

経時的な分析においても，たとえば，

Noble, et al.（2002）は，マスマーチャイン

ダイザーおよびディスカウントストアを対象

に，上級管理者グループの認知および思考様

式を示すものとして86－97年の間の年次報

告書の株主向け年次書簡といったテキスト

データ用いて，Narver＝Slaterの示した市

場志向の５つの要素および他の志向（販売志

向，生産志向，プライベートブランド志向）

と業績との関係を検討しているが，市場志向

の内，業績（ROAと ROS）との間に有意な

関係が出たのは競争相手志向だけで，顧客志

向や部門間調整はモデルによっては有意な関

係が確認出来なかった。またNarver＝

Jacobson＝Slater（1999）は，フォーチュ

ン500の木材製品企業の35の事業単位を対

象に，1987年と1991年の２期間にわたるパ

ネルデータで，市場志向と業績との関係を検

証したが，売上成長については市場志向との

間に有意な関係がみられたが，ROIについ

ては有意な関係がみられなかった。前述した

Hult,et al,（2005）でも，市場志向と一期先

の業績との関係を検証しているが，直接的な

関係はみられなかった。

このように市場志向と業績との関係におい

て必ずしもそのポジティブな関係を支持しな

― ―7

市場志向研究の展開と課題(伊藤)



い研究がみられることは，いくつかの課題を

浮かび上がらせる。

第１には，MARKORやMKTORといっ

た尺度を用いて，JaworskiたちやNarver

たちの研究方法に準拠して検討した結果，市

場志向の度合いが高いと判断されても，必ず

しも高業績にはなっていない組織が少なから

ず存在している可能性があると考えられるこ

とから市場志向の測定尺度の中身を再考した

り，市場志向の研究方法を再考したりといっ

たことで，市場志向と業績との関係について

の研究をより精緻に行っていく必要である。

第２に，市場志向と業績との直接的な関係

について疑念を有し，市場志向と業績との間

のメカニズムを探る，すなわち，なぜ，どの

ようにして市場志向が高業績に結びついてい

くのかという問題を明らかにする研究の必要

性である。財務的な業績の向上につなげるに

は，自社製品を顧客に購入してもらわなけれ

ばならないが，顧客は，その組織が市場志向

であることを理由として製品を購入するわけ

ではないはずで，市場志向が何らかの要因に

影響を与えることで業績につながっていくと

考えられる。そこで，市場志向と業績との関

係にモデレータ変数や媒介変数など新たな変

数を組み込んだりすることが求められる

（Han, et al. 1998：Agearwal＝Krishina＝

Dev,2003）。実際，市場志向と業績との直接

関係の仮説が支持されなかったとする報告を

している論者は，モデレータ変数を組み込ん

だモデル（Greenley, 1995：Harris, 2001）

や，市場志向と業績との間に媒介変数を組み

込んだモデル（Han.et al,1998,Hult,et al,

2005）を提示し，いくつかの仮説を検証して

いる。

本稿では，JaworskiたちおよびNarver

たちによって展開された市場志向の測定尺度

および市場志向研究の基本的な枠組みを基に

検討された市場志向と業績がむすびつかない

ことがある理由の１つとして，彼らの研究で

は，顧客と実際に接している従業員の行動，

市場対応の活動に対する組織内外での評価が

十分に認識されていないことがあげられるの

ではないかと考える。たとえば，経営者およ

び上級管理者が市場志向を声高に唱え，自社

は市場志向が徹底していることを主張してい

ても，実際には市場志向が組織内で形骸化し，

お題目となってしまっているような状況をう

まく捉えておらず，それゆえに，市場志向の

度合いが高くても，業績につながってこな

かったり，あるいは顧客満足の低下など財務

的な業績にマイナスの影響を与える兆候が表

れてしまったりといったような状況を見過ご

してしまうことがあり，業績との関係を説明

出来ないことがあると考えるのである。そこ

で，後述するような顧客と接している従業員

の行動や信念における市場志向度合い，彼ら

や顧客自身の評価する当該組織の市場志向度

合いといった要因を，何らかの形で市場志向

― 業績関係のモデルに組み込むことを検討

する必要がある。具体的には，先述したよう

にそれらを媒介変数あるいはモデレータ変数

として組み込んだり，あるいは，彼らの視点

と従来の上級管理者レベルでの視点との

ギャップを識別し，そのギャップと業績との

関係をみてみたりすることが求められると考

えられるのである。

営業現場の認識と組織の上級管理者との認

識のギャップは日常的にも非常によく指摘さ

れるところではあろう。しかし，一言で「営

業現場レベルの声が…」とはいっても，過去

のこれらに関連する文献をみていくと，それ

は複数の微妙に異なる問題を含んでおり，こ

れら問題をまずはいくつかのタイプに整理し

て検討する必要があると考えられる。

第１には，市場志向― 業績関係のモデル

の説明変数に該当する市場志向の内容にかか

わってくる問題，具体的には分析レベルので

ある。JaworskiたちやNarverたちおよび

それに準拠した市場志向の研究では，組織あ
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るいは事業単位を分析レベルとした研究が多

く，組織あるいは事業単位全体の性質として

の市場志向を測定しようとする。そのため営

業担当者やサービス業における接客担当者の

ように，顧客と直接接触している従業員

（Hartline＝Ferrell, 1996, Hartline＝Max-

ham＝Mckee, 2000）レベルの行動や信念は

必ずしも十分に検討できるようになっていな

いといったことがあげられる。

第２には，市場志向の測定尺度そのもので

はなく，組織の市場志向度合およびその組織

の業績について評価させる回答者の選択に関

する問題である 。市場志向の研究では，回

答者の選定において事業レベルのマネジャー

など上級管理者に偏っている傾向が見受けら

れ，その上級管理者の視点から質問票に対す

る回答がなされる。この上級管理者レベルで

の自己申告的な市場志向評価は，実際に取引

を行っている顧客と接している従業員の評価，

あるいは顧客をはじめとする組織外部の他者

評価とは相当に違いあるのではないかという

ことが考えられる。この市場志向の程度に関

する回答者の問題は後述するように，さらに

２つの問題に分けられる。

何故市場志向の程度と業績との関係を把握

するのに，顧客と接している従業員個人レベ

ルの視点や，組織外部の他者の視点を組み込

むことが必要になってくると言えるのだろう

か。次節では，これまでのサービス・マーケ

ティング，インターナル・マーケティング，

戦略論，消費者行動論などの研究から得られ

てきた知見から，市場志向研究においてこの

問題点を追及していくことの必要性を示し，

さらに，これら研究と市場志向研究との接点

を明らかにしていく。

４．市場志向の分析レベルの問題：顧

客と接している従業員個人レベル

の行動や信念の組み込み

⑴ 市場志向研究における従業員の位置づけ

これまでの市場志向研究では，組織の従業

員の行動をどのように取り扱ってきたのかを

まず確認しておこう。Piercy,et al.（2002）

による市場志向の文献レビューによれば市場

志向と従業員との関係については２つの異な

るアプローチがある。１つはこの関係性の重

要性を認識していないアプローチである。認

識していない理由は，マーケティング・コン

セプトの実施においては，従業員よりも外部

顧客を優先すべきと論じられるからというこ

とと，もう１つは，ミクロ・ポリティクス的

パースペクティブを支持するもので，市場志

向の開発は組織の上位レベルの階層の問題で，

下位レベルの問題ではないと捉えるものであ

る（Whittington＝Whipp, 1991）。もう１つ

のアプローチは，効果的に事業戦略を遂行す

るメカニズムを学ぶにはこの関係を重要視す

べきとしているもので，このアプローチでは，

従業員のモチベーションや行動あるいは満足

度を組織の市場志向の成果変数として位置づ

けていることが多い。つまり組織レベルでの

市場志向が高いと，従業員個人レベルの顧客

志向も高くなり，また従業員の職務満足も高

くなるといったものである。この後者のアプ

ローチの１つとして，彼らは Jaworski, et
 

al.（1993）をあげている。またNarverたち

も，1998年の論文（Narver＝Slater＝Tiet-

je,1998）にて，「市場志向とはより卓越した

顧客価値の継続的創造に全従業員がコミット

している事業文化である（pp.241）」として，

市場志向をトップレベルのマネジャーから業

務レベルの従業員まで持つべき同じ一貫した

態度として捉えている。

また市場志向研究では，顧客ニーズやウォ

ンツに関する情報が戦略を方向付けることを
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前提としているが，この顧客情報の源泉をど

のように捉えているのだろうか。もしフォー

マルな市場調査手法や POSデータを通じて

得られる顧客情報を中心にしているのであれ

ば，顧客と直接接している従業員から得られ

る情報は考慮の対象外ということになり，市

場志向的な組織であるための彼らの役割は限

定されたものとなるであろう。しかし，

Kohli,et al.（1990）では，「情報はさまざま

なフォーマル，インフォーマルな手段（たと

えば，取引担当者とのインフォーマルな議

論）をもって創出される。これらメカニズム

には顧客や取引担当者とのミーティングおよ

び議論，営業日報や幅広い顧客データベース

などの分析，そして顧客の態度サーベイやテ

ストマーケティングにおける売上反応のよう

なフォーマルな市場調査などが含まれる（p.

９）」としているように，顧客情報には，

様々な源泉があることを想定しており，彼ら

が想定している市場志向的な組織とは，顧客

と接している従業員の役割が重要視されるは

ずなのである。すなわち，いずれの研究にお

いても顧客と接している従業員の存在が市場

志向の組織にとって非常に重要であることを

念頭においているのだといえる。

このように概念規定のレベルでは，市場志

向の考え方は組織の隅々まで行き渡っている

ことが理想として捉えられており市場志向的

な組織とは従業員個々人の動きが重要な役割

を果たすものと考えられているといえるだろ

う。前述したように顧客はその組織が市場志

向であることを理由としてその組織の製品を

購入するわけではない。だとしたら，組織の

市場志向の度合いは，たとえば，顧客と接し

ている従業員に影響を与え，それを媒介して，

高い成果に結びついていくことが考えられる

はずである。しかし，セールス・パーソンが

日頃，顧客とどのような接し方をしているの

かといったことや，彼らがどれほど，どのよ

うに，市場情報の収集や伝搬に貢献している

のかを詳細に明らかにするところまでつかん

でいるとは言い難いのである。

⑵ 産業財マーケティングの研究から考えら

れる個人レベルの市場志向の重要性

セールス・パーソンをはじめとする顧客と

接している従業員の役割が重要視されるのは，

第１には産業財取引やチャネル取引といった

場合である。産業財マーケティングでは，欧

州における IMP（Industrial Marketing and
 

Purchasing）グ ループ の 研 究（Ford＝

Gadde＝Hakansson＝Snehota, 2003）に代

表されるように関係性マーケティングの一研

究領域として，消費財マーケティング，ひい

ては米国型のマーケティングとは異なる特性

や論理があることが主張されてきた（Gum-

meson,1987）。そこで，市場志向の重要な要

素である市場情報の創出，情報の伝搬，市場

情報に対する反応においても，やはりそれに

みあった捉え方をする必要がある。まず１つ

は情報創出の局面である。産業財の取引にお

いては，取引相手となる顧客は不特定多数で

はなく，特定化されることになる。そこでは，

市場情報の主要な要素である顧客のニーズは，

市場調査のような１回限りのリサーチや明ら

かになるのではなく，対話を通じて逐次的に

受け入れていく必要がある（高島，2006）。

それゆえに，買い手側企業とインタラクティ

ブなやり取りを実際に行っている担当者の行

動が重要なものとなってくる。次に，市場情

報への反応であるが，そうした顧客ニーズに

関する情報取得を通じてそれに見合った製

品・サービスがカスタマイズされた形で形成

されていくことが少なくない。顧客は，製品

の受け手であると同時に，共同生産者として

捉えられる（Gummesson, 1987）。こうした

ことは，顧客と直接やり取りをしていく中で

製品の品質あるいは便益の程度が左右されて

いくことが考えられる。このように，市場情

報の創出と市場情報への対応の両面において，
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セールス・パーソンをはじめとする顧客と接

している従業員が非常に重要な役割を担うこ

とになる（Bigne＝Kuster＝Toran, 2003）。

彼らの行動が顧客志向的であるかどうかが，

パッケージ消費財以上に，その成果に大きな

影響を与えることが考えられるのである。

実際に産業財企業の市場志向はどのような

特性があるのであろうか。一例をあげると，

Gounaris＝Avlonitics（2001）による消費財

企業と産業財企業の市場志向の程度を比較し

た研究がある。それによると，全体として，

産業財企業は消費財企業と比較すると，文化

的な面でも，行動的な面でも，市場志向度合

いが低く，産業財の生産者は販売志向に傾く

傾向すらデータは示しているということがわ

かった。かれらは，産業財のマネジャーの多

くは設計や研究開発部門から昇進しており，

ビジネス市場でのマーケティングのフォーマ

ルな研修は限られていること，そのため技術

的な価値が意思決定基準やビジネスへのアプ

ローチを支配していること，産業財生産者は

彼らの製品の技術と技術的優位性に競争優位

獲得の手段として技術的優越性に焦点をあて

ようとし，顧客との関係において，顧客に

とっての価値の創造と提供よりも，顧客を

ロックインさせるために依存関係を確立させ

ようとする傾向があることを指摘している。

従来の市場志向の尺度で測定した場合，市

場志向の程度は，産業財企業は消費財企業と

比較すると必ずしも高いスコアが得られてい

るとはいえなさそうである。しかし，こうし

た結果の解釈は，たとえば，市場調査が少な

いのは，市場情報の収集の仕方が異なるから

ともいえるのではないだろうか。産業財企業

では，現在の市場志向の研究では，捉えきれ

ていないものがあることを示しているともい

える。

⑶ サービス・マーケティング研究から考え

られる個人レベルの市場志向の重要性

顧客と直接接触している従業員のレベルで

製品のパフォーマンスが左右される点で，産

業財マーケティングと類似の特性を有するの

が，サービス財のマーケティングであろう。

サービス財では，生産と消費が不可分であり，

接客担当者が接客をしている場であるサービ

ス・エンカウンター（Bateson, 1985）で生

産が行われることになり，サービス品質は

サービス・エンカウンターで決定されること

になる。そのため，顧客と接触している従業

員個々人の行動がサービス品質に重要な影響

を与えることになり，この従業員の行動次第

でサービス品質は変動することになるのであ

る（Bitner,1990）。また多くのサービス業で

は高度なカスタマイズ（Kirca,et al,2005）

を必要とすることが多く，そのことも顧客と

接する従業員の重要性を浮き彫りにさせる。

サービス・マーケティング論におけるサー

ビス品質に関する研究やサービス満足に関す

る研究いずれにおいても，エンカウンターに

おける顧客と従業員のインタラクションの質

が重要であることを確認している。

P r a s h u r a m a n＝Z e i t h a m l＝B e r r y

（1988）によるサービス品質尺度である

SERQUALのスケールをよく考察してみる

と，アイテムの大部分がサービス・デリバ

リーにおける人的インタラクションに直接関

係していることがわかる。SERVQUALの

21項目のうち，半数以上が企業の従業員を

評価する表現の質問項目になっている。すな

わち，顧客が知覚するサービス品質の程度は

顧客と顧客が接している従業員との間でのイ

ンタラクションで相当部分が決定されている

ことが考えられる。

顧客満足の文献においても，サービスの人

的インタラクションの要素が，満足と不満足

の決定において重要であることを示している。

専門性の高いサービス，医療サービス，小売
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店頭，生命保険などでこれらが実証されてい

る。Bitner（1990）は，コミュニケーション

スキルが重要な高コンタクトサービスの代表

であるホテル，レストラン，航空会社を対象

に，クリティカル・インシデント分析をつ

かってサービス品質に影響をあたえるサービ

ス・エンカウンターでの従業員の行動の分析

をしている。彼は従業員の行動をサービス・

デリバリー・システムの失敗に対する従業員

の反応，顧客ニーズや要求に対する従業員の

反応，自発的あるいは頼んでいない従業員の

行動の３つに分類し，これらがサービス・エ

ンカウンターにおける満足や不満足に大きな

影響を与えることになることを示した。上記

２つについては，市場志向尺度においても，

MARKORにおける市場情報への反応とい

う面で，類似の項目がみられる。この研究か

ら，サービス業での従業員レベルの市場志向

的行動の重要性が理解できるであろう。

これらの点を踏まえれば，サービス業を対

象に，市場志向が業績，特にサービス知覚品

質や顧客満足といった顧客反応的な業績に与

える影響を考察する場合，顧客と接している

従業員個人の信念や行動を組み込もうとする

ことは必然的であるともいえる。サービス組

織では，市場志向の度合いだけでなく，個人

レベルで市場志向あるいは顧客志向が徹底し

ているかどうかが，顧客の組織に対する評価

に少なからぬ影響を与えることが考えられ，

その結果，その組織の財務的なパフォーマン

スにも影響を与えることになるのである。

しかし，Brady＝Cronin（2001）によると，

サービス・マーケティング研究の初期の段階

においては，組織が顧客志向であることの重

要性について相当な対話が行われてきたもの

の，サービス・エンカウンターの概念化にお

いて，顧客志向的な変数を考慮した研究はほ

とんどなかったという。問題はサービス組織

にとっての顧客志向が意味することは何か，

顧客志向がサービス・マーケティングのパラ

ダイムにどのようにフィットするのかを理解

することが不足していたことであるという。

Brady,et al,（2001）が提示する数少ない成

果の１つがHoffman＝Ingram（1992）で，

彼らは，職務満足と顧客志向的な行動との関

係をとりあげているが，サービス組織にとっ

て顧客志向であることは顧客レベルでマーケ

ティング・コンセプトを実践することに近い

と主張し，さらにこのことは顧客志向的な企

業は長期的な顧客満足を導くような行動に努

める従業員を積極的に追求するであろうとし

ている。こうした成果を受けて，Brady,et al,

（2001）は，市場志向の文献を前提とし，顧

客志向と顧客反応との関係を明らかにしよう

としつつも，その顧客志向の測定には前述し

た Saxe,et al,（1982）による SOCO尺度を

用いている。顧客反応的な成果変数への影響

は SOCOでの測定の方が有益であることを

示しているともいえる。

同じくサービス業を対象に個人レベルの顧

客志向に影響を与える要因を検討した

Brown＝Mowen＝Donavan＝Licatan

（2002）は，「ほとんどのサービス組織にとっ

て，個々のサービス従業員がマーケティン

グ・コンセプト実行の直接の参加者である

（p.110）」とし，さらに「個人レベルの顧客

志向がサービス組織の市場志向の能力にとっ

て中心的な構成概念である（p.110）」として

いる。

またこれまでの組織レベルでの市場志向研

究においては，サービス業と製造業とを比較

した場合，製造業の方が業績と強い関係があ

ることが，Kirca, et al.（2005）のメタ分析

を通じて明らかにされている点も指摘してお

きたい。

⑷ インターナル・マーケティング研究から

考えられる個人レベルの市場志向行動の

重要性

顧客と接触をしている従業員レベルでの顧
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客とのインタラクションがサービス品質など

のパフォーマンスに大きな影響を与えること

になる場合において，特に強調されてきたの

が，インターナル・マーケティングと呼ばれ

てきた考え方である。このインターナル・

マーケティングの研究が，市場志向における

個人レベルの市場志向の理解の重要性を示唆

する３つ目の研究領域として考えることがで

きる。

多くの文献では，インターナル・マーケ

ティングの発展を２つないし３つの局面

（フェーズ）にわけている（Rafiq＝Armad,

1993.2000；Ballantyne,1997；南，2008）。

初期のフェーズでは，Berryが1981年発

表したに論文（Berry, 1981）を端緒とする

アプローチで，インターナル・マーケティン

グの文献の大部分は従業員満足に焦点を当て

ていた。従業員は，自動装置ではないので，

サービスタスクの遂行において一貫した行動

を行うわけではなく，その結果，サービス品

質の提供レベルにおいて変動を引き起こすこ

とになる。このような変動性の問題は，組織

の努力を従業員に一貫した高品質サービスを

提供することに向けさせることになる。この

ようなことを出発点として，顧客満足にイン

パクトをもたらすパラメターとして従業員満

足の重要性が仮定されることになるのである。

このように従業員を顧客と捉え，従業員満足

を実現させることは，その後のインターナ

ル・マーケティング研究でも重要な焦点と

なっており，従業員満足を実現させるための

手段の分類，整理なども近年の文献で行われ

ている。

第２のフェーズは，Gronroosにおいて企

図された。彼の出発点は顧客と接している従

業員はインタラクティブ・マーケティングと

呼んでいるものに関与しているので，彼らが

顧客ニーズに対応することが重要になるとい

うことである（Gronroos, 1995）。Gronroos

は売り手買い手のインタラクションは購買あ

るいは継続購買の意思決定に影響を与えるだ

けでなく，組織にマーケティング機会を与え

ることになると認識していた。そしてこの機

会を利用するには顧客志向の個人が必要にな

る。そこで，インターナル・マーケティング

の目的は動機づけられ顧客を意識した従業員

を獲得することにあると捉えたのであり，従

業員をよりよく職務遂行させるだけでは不十

分であると捉えたのである。George（1990）

は，インターナル・マーケティングは，マー

ケティング的活動を組織内部で行う積極的な

マーケティング的なアプローチによって，従

業員はサービス・マインドと顧客志向的行動

にもっともよく動機づけられると考えると主

張することで，ほぼこのポジションを受け入

れた。さらに，Gummesson（1990）では，

パートタイム・マーケターという概念から，

フルタイムでマーケティング関連活動を行っ

ている部門以外の他の職能部門も時にマーケ

ターとして顧客を意識した活動をすること，

彼らのサポートが間接的に顧客に提供される

サービスに影響を与えることを主張した。第

２のフェーズでは，従業員に対してマーケ

ティング的な活動をするということでは

Berry（1981）らの第１のフェーズと変わら

ないけれども，従業員は顧客として扱われる

わけではないという点に違いがある。彼らの

主張では，従業員を満足させ，動機づけさせ

るよりも，影響を与えるプロセスを通じて従

業員に顧客志向を創造させることが強調され

たのである。

第２のフェーズについては，従業員の顧客

志向度合いを浸透させようとする諸活動とし

てインターナル・マーケティングを捉えるも

ので，市場志向が機能するには従業員個人が

顧客志向である必要があるとする本稿の問題

意識とほとんど重なり合うといってよいだろ

う。従業員を，顧客を意識した従業員に導い

ていく手段についてはいまだ発展途上である

が，それらが理論的，実証的に明らかになっ
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ていけば，それによって市場志向研究が補強

されていく可能性が開けてくるだろう。一方，

前者については，従業員満足の程度を，市場

志向が組織でうまく機能するかどうかを左右

する条件として考えることができる。従業員

レベルで市場志向の考え方が浸透していたと

しても，従業員が必ずしも満足しているとは

限らない。それゆえに，市場志向が高業績に

つながらないことが考えられるのである。つ

まり，個人の市場志向度合いの問題を考える

場合，従業員自身のモチベーション，職務態

度，コミットメント，職務満足，そしてそれ

らを高める要因としてのインターナル・マー

ケティング活動 に注目する必要がある。

以上のような３つのマーケティング研究の

アプローチからは，組織が市場志向的である

ことを理解するためには，組織レベルの分析

だけではなく，顧客と接触している従業員個

人レベルでの分析が重要になってくることを

示しているといえるだろう。もちろんこうし

た個人レベルでの分析の重要性は。産業財や

サービス財に限定されるものではない。たと

えば，SPAの仕組みを採用しているアパレ

ルメーカーや迅速に市場の状況に対応した商

品供給の仕組みをつくっているとされるコン

ビニエンスストアでは，店舗で顧客に接して

いる従業員の肌で感じた顧客ニーズの情報を

迅速に本部にあげていくことが求められると

されている。それが本当に言われているよう

に機能しているかどうか，形骸化していない

かどうかが問題なのである。

５．市場志向を評価する回答者の偏り

に関する問題

市場志向研究の場合，多くの場合，トッ

プ・マネジメントではなく，事業レベルのマ

ネジャーや事業部内のマーケティング責任者

が市場志向評価の回答者として選ばれること

が多い。そのレベルでの上級管理者が自社あ

るいは自身が所属する事業単位の市場志向の

度合いを評価し，その結果とその組織の業績

との関係をみていこうとするのである。事業

レベルのマネジャーを選択する理由として，

Deshpande＝Farley＝Webster（1993）は，

全社レベルのマーケティング責任者ではなく，

事業レベルのマーケティング責任者を対象に

しているが，その理由として，トップ・マネ

ジメントよりも彼らの方が顧客に精通してお

り，また自己申告の信頼性が高いからだとし

ている。Jaworski, et al.（1993）において

も，その基準からトップ・マネジメントは，

市場の状況に必ずしも精通しているとはいえ

ないとして，回答者としてふさわしくないこ

とが指摘されている。

このように組織や事業の中で課題となって

いる事項に精通している少数の人に対して，

その課題に関する（インタビューなども含

む）調査をする方法は，キー・インフォマン

ト・アプローチといわれる。キー・インフォ

マントとは，彼らの特定の知識ゆえに，研究

対象について報告しうるユニークな地位にい

る組織メンバーの こ と で あ る と さ れ

（Heide＝Weiss, 1995），市場志向研究では，

キー・インフォマントとして事業レベルのマ

ネジャーやマーケティング担当の最高責任者

などが選定されていたのである。キー・イン

フォマントの選定において，研究者は研究し

ている組織のメンバーについて統計的な意味

での代表性のある回答者を選択するわけでは

ない。むしろ，インフォマントは研究対象に

ついてあらかじめ知識が豊富で進んで研究者

とコミュニケートする能力と意思があるから

選択されるのである。キー・インフォマン

ト・アプローチでは，標本調査によるサーベ

イの回答者からでは，回答者は自らのフィー

リング，意見，行動を記述するゆえに，完全

で深い情報が期待出来ない。インフォマント

は観察されたあるいは期待された組織関係を

要約した後，行動パターンについて一般化す
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る。それゆえに，組織の深い記述が期待出来

るのである（Kumar＝Stern＝Anderson,

1993,p.1634）。

しかし，市場志向の研究では，このキー・

インフォマントとして選定されるものが，単

一の上級管理者レベルに偏っている。上級レ

ベルの管理者は，意思決定や行為によって実

際の戦略に影響を与える行為者であると同時

に，組織の観察者のような立場にある。組織

全体の状況を下位レベルのマネジャーや従業

員よりもよく把握できる地位にいることも確

かである（Bowman＝Ambrosini,1997）。そ

の一方で，すでに何人か研究者によって市場

志向研究の抱える問題点として，この点は明

確に指摘されている（Piercy＝Harris＝

Lane, 2002：Harris, 2002：Gresham＝

Hafer＝Markowski,2006：首藤，2009）。

たとえば，Gresham＝Hafer＝Markows-

ki（2006）は，職能部門レベル，特に職能横

断の新製品開発チーム・レベルの市場志向を

検討しているが，そこで従来の市場志向の研

究の問題点として次のように指摘している。

「ほとんどの市場志向研究は，シングルイン

フォマントを選んでおり，上級マーケティン

グ・エグゼクティブ，マネージング・ディレ

クター，CEO，経営者，オーナーにサーベ

イをかけている。シングルインフォマントを

使うことには相当な支持があるけれども，研

究者はこのアプローチに疑念を持ち始めてい

る。初期の市場志向研究，特に事業成果との

リンクを検討した文献にはバイアスが存在し

ていると提起している。企業全体の市場志向

の程度を把握しようとする研究において，そ

のインプットとしてマーケティングあるいは

シニア・エグゼクティブにのみ回答させたと

きにバイアスが生じてくる。この論理から提

起されるのが，企業内には市場志向的でない

重要な部門があるかもしれないということで

あり，それが対象インフォマントの選択ゆえ

に考慮の対象外になってしまっているという

ことである。たとえば，新製品開発チームの

ような非常に多様な部門間環境においては，

マーケティング関係者と技術関係者との相当

な不一致が存在していそうである。新製品開

発の部門横断チームにおけるこのよう不一致

の程度をトップ・マネジメントは知らず，そ

れゆえに，日々の新製品開発プロセスから離

れている上級マーケティング・エグゼクティ

ブや CEOの単一インフォマントによるサー

ベイには反映されないのである（p.49）。」

上記のような回答者が上級管理者に偏って

いることを問題にしている論者の主張には，

より細かくみていくとそこに２つの異なる問

題が提起されていることがわかる。ひとつは

上級管理者以外の多様な評価を受けるのが双

方にとってメリットが大きいであろうという

主張である。単一のパースペクティブからの

みでは十分に市場志向度合いを把握できない

ということであり，マルチ・パースペクティ

ブなアプローチを主張するものである。もう

１つは，少数の人に組織の市場志向度合いを

訊ねているために，そこに回答者のバイアス

がどうしても不可避になるであろうというこ

とである。とりわけ単一のインフォマント

（single informant）のみに依存した研究が

市場志向の研究には多いために，マルチ・イ

ンフォマントなアプローチが主張されるので

ある 。

⑴ 回答者の源泉の問題 ～単一のパースペ

クティブから捉えることの問題点～

マルチ・パースペテクティブなアプローチ

とは，上級管理者だけではなく，顧客と接し

ている従業員，顧客，サプライヤー，流通業

者などといった多様なパースペクティブから，

当該組織の市場志向の度合いを評価させるこ

とである。マルチ・パースペテクティブなア

プローチの必要性は，以下の研究領域から指

摘できる。
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① 市場戦略論から考えられる多様なパース

ペクティブからの市場志向評価の必要性

市場の定義の仕方，それに伴う競争優位性

の認識の仕方などについて顧客と上級管理者

層との間あるいは上級管理者層とロアーレベ

ルの従業員との間にはギャップがあり，それ

ゆえにマネジメントの判断だけではなく，顧

客の評価や従業員の評価が重要になるという

指摘は，戦略論を中心に多くの論者が指摘す

るところでもある。このような戦略論の指摘

は，トップダウンの分析型戦略に対する批判

として80年代以降に盛んになったといえる。

市場志向研究のきっかけとなったマーケティ

ング・コンセプトの再評価とほぼ同一時期で

同一の社会背景があったといえるが，市場志

向研究にはこうした成果が十分に反映されて

いない。

市場戦略論においては，Day＝Wensley

（1988）や Day＝Nedungadi（1994）のよう

な供給サイドの市場分析と需要サイド（顧客

視点）という２つのタイプの市場分析あるい

は自社の競争優位性評価を識別していた。こ

のような２つの視点は，組織外部である顧客

の目からみた競争優位性の現状と組織内部の

人々からみたそれとの間にある違い，あるい

は組織内の人々でも，経営者レベルとマーケ

ティング・マネジャーレベルとの間にある違

いを反映しているものといえる。そして，

Dayらは双方の視点をバランスよく戦略の

中に組み込んでいくことが競争優位確保につ

ながっていくことを主張していたのである。

このような自社の競争優位性評価の違いは市

場に対する認識の違いを反映しているものと

して考えられる。たとえば，顧客は，購買意

志決定において上級管理者層が想定している

ものとは異なる視点で選択代替案の集合（市

場境界線）を捉えているために，競争優位源

泉としてトップ層が認識している要因が，顧

客の選択にポジティブな影響を与えていない

ことが考えられる。さらに，そのような顧客

と直接接している従業員は自社の競争優位性

に対する評価も，上級管理者層とは微妙な違

いが生じてくることが予想される。このよう

に，市場に対する認識によって評価が異なる

とするならば，自社の市場志向評価について

も組織外部と組織内部，組織内部の中でも上

級管理者と顧客と接している従業員では，相

当な違いがあるものと思われる。

② サービス品質モデルから考えられる多様

なパースペクティブからの市場志向評価

の必要性

もう１つには，やはりサービス・マーケ

ティングの知見から得られる部分が大きい。

サービス品質の代表的モデルである SERV-

QUALでは，顧客の期待するサービス品質

と，その顧客の期待についてのマネジャーの

知覚との間のギャップ，マネジャーの知覚と

実際のサービス品質内容との間のギャップ，

サービス品質内容とサービスデリバリーとの

間のギャップ，サービスデリバリーと顧客へ

のコミュニケーション内容とのギャップが指

摘されている。これらが，顧客が実際に受け

取るサービスと期待するサービスとのギャッ

プを生むことになるわけである（Parashur-

aman＝Zeithaml＝Berry, 1985）。ここで１

番目については，顧客と上級管理者との間の

ギャップ，２番目以降については，上級管理

者と従業員との間のギャップを示している。

この３者間で顧客が期待しているサービス認

識が異なり，そのようなギャップ，特にネガ

ティブなギャップが生じている組織では，市

場志向に対する知覚にも相当な違いがあるも

のと考えられる。顧客と接している従業員か

らすれば，トップ層は顧客の期待することを

理解しておらず，常に接客において顧客の期

待に沿えないと感じているかもしれない。あ

るいはトップ層にとっては，自らが認識して

いる顧客の期待に沿った形でサービスが提供

されていないと知覚している可能性が考えら
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れる。

市場志向の研究者では，Kennedy＝

Lassk＝Goolsby（2002）お よ び Harris

（2002）が，このサービス品質モデルを，そ

の根拠として，エグゼクティブは組織が戦略

的にマーケティング・コンセプトの原理に

適ったポジションに位置しているであろうと

知覚していても，顧客と相互作用し，製品品

質が生み出されるレベルでは異なる知覚をし

ているかもしれないとして，上級管理者と従

業員および顧客との知覚の違いの可能性を示

唆している。

以上のような研究領域における知見からも，

市場志向の度合いは多様な関係者からの評価

を受けるべきであり，多様な知覚を組み込ん

だ市場志向研究が求められることが主張でき

るのである。先に挙げたHarris（2002）で

は，顧客や競争相手に市場志向度合いを評価

させることが試みられている。従業員が自社

を市場志向と知覚している程度や顧客による

自社の市場志向の程度は，組織内外に様々な

影響をおよぼし，ひいては企業の業績にも大

きな影響を与えることが考えられる。

しかしながら，たとえ，より市場に近いと

ころにいる人々（セールス・パーソン，顧客

等）から組織の市場志向度合いを評価しても

らう方法を採用したとしても，問題は残る。

たとえば，ある特定エリアを対象にした支店

や営業所，店舗に従事している比較的経験年

数の少ない営業担当者は所属しているそれら

部門の事情にはある程度は精通していても，

組織全体の状況に精通しているとは想定しに

くい。彼らからその組織の市場志向度合を評

価させたとしても，彼らは，自身の所属する

支店・営業所の状況という単一の事例から，

組織全体の状況を類推してしまうかもしれな

い。たとえ，日頃顧客と接していても，彼ら

の中から単一のインフォマントを選び出し，

それをもって組織を代表させるのは危険であ

る。地位や認知限界などによるバイアスを回

避することはできないのである。顧客評価に

ついても，顧客は組織内の事情を正確に把握

しているとは限らないだろう。むしろ顧客に，

事業の市場志向度合いを尋ねた場合，自らの

その企業に対する一時的な印象でのみ回答す

るかもしれない。

そこで，もう１つの問題点となるのが，イ

ンフォマントの種類だけでなく，インフォマ

ントの数を問題にすることである。

⑵ 回答者の数の問題 ～単一インフォマン

トか，マルチ・インフォマントか～

単一のインフォマントに依存し，実証的な

研究を展開していくことに関しては，戦略論

（Huber＝Power, 1985）や チャネ ル 論

（Johns＝Reves, 1981；Philips, 1982；

Kumar, et  al. 1993），組織購買行動

（Heido＝Wess＝Allen, 1995）などにおける

方法論の文献の中で，インフォマントにかか

るバイアスについて指摘がされてきた。たと

えば，Kumar, et al.（1993）は，「インフォ

マントのバイアスとしては，１つは，組織に

おける役割の違いから生じる。たとえば，そ

の組織上の役割が状況の解釈に影響をあたえ

るが故に，CEOの視点はセカンドレベルの

エグゼクティブの視点とは異なる。さらにイ

ンフォマントのリポートは個人的な記憶の喪

失，あるいは過去の出来事の誤った再生，記

憶の歪みなどに悩まされる。あるいは後知恵

のバイアス，原因帰属のバイアス，自尊心や

印象管理を維持するためのやや意識的な企て

から生じる。その結果，インフォマントのリ

ポートと現実との一致がほとんど見られなく

なってしまう（p.1634）」と し て い る。

Huber＝Power（1985）は，インフォマント

が不適切でバイアスのかかるデータを提供し

てしまう理由として４つの事柄をかかげてい

る（pp.172-174）。

・バイアスのかかったデータを提供しようと

いう動機が存在している。たとえば，達成

― ―17

市場志向研究の展開と課題(伊藤)



感，安全，社会的容認に対するニーズの力

ゆえに偏ったデータを提供してしまう。た

とえば，社会的，組織的に望ましいとされ

る実践や規範に沿った回答をしてしまうこ

とが考えられる。

・彼らの知覚的あるいは認知的限界が不注意

による誤りをまねく。情報処理者としての

人間の普遍的な知覚および認知上の限界ゆ

えに生じる。たとえば，少数の観察事例が

関連する事象を代表するものと捉えてしま

う少数事例のバイアスなどが考えられる。

・関連している事象に対する情報が不足して

いる。戦略レベルの事象はしばしば多様な

参加者が関与しており，そのほとんどのも

のは情報が不足している。このような状況

下では，また聞きの情報が情報ギャップを

埋めあわせることになり，意図せざる不正

確さを引き起こすことになる。

・不適切なデータ導出手続きによって質問が

おこなわれる。リサーチャーの質問項目自

体が情報を制約させたり，バイアスを引き

起こしたりする。

これら要因は，市場志向の調査でも当然に

考えられる。１番目については，回答者が市

場志向であることが望ましいことであると

思っている場合，自身が市場志向を徹底させ

ていると思うことで自尊心が充足されるゆえ

に過大評価することも考えられる。２番目に

ついては，回答者は数少ない成功事例をもっ

てして自社は市場志向であると判断をしてし

まうかもしれない。

あるいは，単一のインフォマントでは，大

規模な組織について報告することができない

という点も指摘される（Johns＝Reves,

1981；Philips, 1981）。単一インフォマント

のデータは，特に複雑な社会判断が複数のイ

ンフォマントにとってなされているような場

合において，不適切なものとなる。大規模組

織の場合，複雑な意思決定を取り扱う場合，

単一インフォマントのデータでは特に不正確

なものになっていくのである。

単一インフォマントを回答者とする実証研

究は，市場志向研究に限らず，戦略論および

マーケティング論（特にチャネル研究などの

組織間関係の研究）において幅広く浸透して

いる。Bowman＝Ambroisini（1997）は，

戦略研究において CEOなど単一の上級管理

者に組織の戦略を訊ねる形式のキー・イン

フォマント・アプローチが非常に浸透してい

ることをレビューにより確認している。彼ら

は，事業単位のトップ・マネジメント・チー

ム（２人から最高10人）を対象に，自らの

事業単位の戦略に関する質問をし，その回答

がチームのメンバー間でどれほどばらつきが

あるのかをデータの信頼性を示すクロンバッ

クのアルファを用いて分析した。そこで調査

項目全体で係数0.8以上を示したものは全体

の26.3％にしかならなかった。個別項目で

みても総じて低い数字であり，同じトップ・

マネジメントチームでもメンバー間で戦略に

対する認識の違いがあることを明らかにした。

こうした問題点を回避するには，１つの組

織（事業）に対して１人の人物を代表させる

のではなく，１つの組織（事業）に対して複

数の人間に訊ねるマルチ・インフォマント・

アプローチをと る こ と が 考 え ら れ る

（Philips, 1981）。しかしながら，Dhora-

kia＝Johnson＝Della Bitta＝Dholakia

（1993）によれば，１組織のなかの多数のイ

ンフォマントからデータを収集することは実

践することが難しくコストがかかるだけでな

く，インフォマントによって提供された情報

に相違があるという。多様なインフォマント

からの評価値がわかれた情報に直面した場合，

研究者は使える情報はどの情報なのか，イン

フォマントの解答をどのようにして集約する

のかといったことについて恣意的な選択をし

なければいけない。

単一のインフォマントから情報を入手する

ことは，紛らわしさが少なく，よりコント
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ロールしやすく，実行しやすいデータ収集手

続きであるという明らかな優位点がある。一

方，主な欠点としては，対象となっている現

象の完全な図式をみることができないという

ことと，前述したバイアスが不可避であると

いうことである。同様の指摘は，Slater

（1995）も行っている。単一インフォマント

データを扱う場合は，インフォマントの選択

の仕方でその成否が左右されることになる。

前述したHuber, et  al.（1985）では，

キー・インフォマント・アプローチを成功さ

せるために８つのガイドラインを示している

が，そのうち前半の２項目は，マルチ・イン

フォマントに関連するものであり，そこで次

のように，述べている（pp.175）。

・もし１分析単位あたり１人以上の人がイン

タビューを受けたら，その固有のバイアス

と知識不足を相殺してくれそうなインフォ

マントを選択しなければならない。

・より完全な情報を提供し，バイアスを相殺

してくれる戦術は，研究対象の意思決定の

異なる側面についてよく知っており，異な

るパースペクティブを有している可能性の

あるインフォマントのペアを明らかにして

もらうことである。

２つ目のガイドラインについて，追加でイ

ンタビューをすることは回答を平均化したり，

調和させたりすることを通じてエラーを減ら

すことかあるいは他のインフォマントのバイ

アスを相殺することで，研究者の理解を増や

すことになる（Slater,1995）。しかし，イン

フォマントの知識に差がある時，もっとも知

識のある人が最初に質問を受けた場合，追加

であまり知識のないインフォマントからの回

答は（算術的に平均化した場合），回答の正

確さを減少させることになるのである。さら

に，Huber,et al.（1985）は経験的な例とし

て，Cambell（1955）の報告を引用し，３人

程度の知識のある人のから集計されたデータ

は，あまり知識のない人を３人以上集め，集

計したデータよりも正確であるとしている。

市場志向の研究においては，Narver, et
 

al.（1990）が，単一インフォマントからの

回答にゆだねているほか，多くの研究がこの

単一インフォマントのアプローチをとってい

る。しかし，Jaworski, et al.（1993）では，

マーケティング関連の上級管理者と非マーケ

ティング関連の上級管理者の両者に訊ねると

いうふうに，マルチ・インフォマントのアプ

ローチ を 行って い る。さ ら に，Rukert

（1992）は，５人のマネジャーから調査をし

ている。さらに，Steinmann＝Fahrey＝De-

shpande（2000）では，企業内からマーケ

ティング関連の責任者２人，顧客企業からの

回答者を２人と計４人からのデータをもとに

実証研究を行っている。

キー・インフォマント・アプローチをうま

く行うためには，回答者の数を増やしていく

事以外にもインフォマントの選択の仕方が非

常に重要になる。Cambell（1955）はキー・

インフォマントの条件として，研究の課題に

なっていることについて精通することのでき

る役割を占めていること，リサーチャーとコ

ミュニケートする能力があると同時に積極的

にコミュニケートしようとする意欲のあるこ

とを挙げている。Heido＝Wess＝Allen

（1995）のワークステーションの組織購買行

動に関する実証研究においては，キー・イン

フォマントの妥当性を確証するために，以下

のような手続きを踏んでいる。

「サーベイの参加者が焦点となっている現

象を記述する意欲があるかどうか，その能力

があるかどうかを確証するために，Cambell

（1995）の基準に沿ったプリスクリーニング

と選別の手続きが取られた。特にその名前が

名簿に記載された人に，企業のワークステー

ションの意思決定プロセスについてよく知っ

ているのは誰なのかを明らかにするために，

質問票郵送の前に個人的に電話をした。第２

に追加的な安全策として，質問票にはそれぞ
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れ，企業の意思決定プロセスに関するイン

フォマントの知識と関与についてセルフリ

ポートを含ませた（p.35）」

市場志向の研究でも，Homburg＝Pfesser

（2000），Lukas＝Ferrel（2000）が，上記と

同じようにインフォマントの能力を事前に

チェックしている。

このようにインフォマント選定の手続きを

慎重にすすめていけば，市場志向研究におけ

る単一インフォマントの回答に不可避なバイ

アスに関わる問題は，ある程度解決の道筋が

つくことが期待されるし，すでに Jaworski,

et al.（1993）の研究でも，その後の研究に

おいてもある程度は実践されているといえる

だろう。

しかし，Jaworski.et al.（1993），Rukert

（1992）では複数のインフォマントから回答

を収集しても，それがいずれも上級管理者に

偏っている点では変わらない（Piercy,et al.

2001）。Homburg＝Pfesser（2000）でもき

めこまかな手続きをとっていたが，当初から

マーケティング・マネジャー，ゼネラル・マ

ネジャー，他職能部門からのマネジャーと

いった管理者レベルからのデータ収集であ

る 。

以上のような市場志向研究における調査回

答者に関する問題として別々に捉えた２つの

問題を縦軸，横軸にとると，図表１のような

マトリックスを描くことができるが，回答者

の偏りの問題を考える場合，２つの側面のう

ち，どちらが欠けていても不十分である。

本稿の問題意識は基本的には図表１の横軸

について視点を広げていくべきということで

はあるけれども，より正確に組織の市場志向

の度合いを把握しようとするのであれば，単

一インフォマントゆえのバイアスの問題にも

対処しなければならない。組織内外の多様な

人々について，複数のインフォマントから市

場志向評価をしてもらうことを検討する必要

があるであろう。もちろん，他の研究方法の

模索も検討すべきであろう。

無論，従来の市場志向の研究のように，上

級管理者／単一インフォマントからデータを

収集するのに比べて，信頼出来るデータを確

保し，処理するのに非常に困難な手続きを要

することになるであろうことは言うまでもな

い。

６．業績（パフォーマンス）の尺度に

関する問題から考えられる現場レ

ベルの市場志向の重要性

最後に，市場志向― 業績関係のモデルに

おける被説明変数となる業績の尺度の問題か

ら，顧客と接している従業員や顧客の視点で

市場志向を捉えることの重要性を指摘してお

きたい。

顧客志向では，少なくとも概念的には顧客

満足をはじめとする顧客の良好な反応を通じ

て高い利益が達成されるものと考えられてき

た。高い顧客価値の提供により高利益を基本

的な考え方とする市場志向の概念（Narver,

et al, 1990：Slater＝Narver, 1993：Guo,

2002）からすれば，組織が市場志向であると

いうことが，財務成果だけでなく，顧客満足

や顧客のロイヤルティの程度，あるいは自社

に対する信頼やコミットメントといった顧客

の購買行動に関わる市場成果（Homburg＝

Pflesser, 2000）に与える影響を考慮する必

要がある。

Jaworski,et al.（1993）も，Narver,et al図表1 市場志向研究における調査回答者
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（1990).も，ROAなどの財務尺度と組織の

全体評価としての回答者の主観的な判断尺度

を業績の尺度とし，実証レベルでは，前述し

た市場成果を業績の変数には組み込んでいな

かった。しかし，その後の市場志向研究では，

こうした変数を市場志向と財務業績を媒介す

る変数として位置づけている。Homburg＝

Pflesser（2000）では，業績を財務パフォー

マンスとマーケティング・パフォーマンスの

２つに分けて，市場志向的な文化が後者に直

接の影響を与えることで間接的に前者に影響

を与えていることを実証研究の中で明らかに

している。Zhu＝Nakata（2007）でも，

Hombrug,et al.（2000）の分類にしたがい，

市場志向は市場成果に関連し，市場成果は財

務成果に関連していること，市場志向と財務

業績には直接の関連がみられないことが実証

されている。さらにKirca,et al.（2005）の

メタ分析では，その結果から，知覚品質と顧

客ロイヤルティを媒介変数として位置づける

モデルが提示されている。

しかし，事業成果としてこのような顧客の

良好な反応を獲得するには，顧客と接触して

いる個々の従業員の態度や行動の影響が大き

いはずである。セールス・パーソンの行動い

かんでその組織の印象が大きく左右され，組

織に対する評価を左右することは，セール

ス・マネジメント研究などからもすでに明ら

かにされている（Hartline＝Ferrel, 1996）

し，サービス業における顧客と接している従

業員の顧客に対する影響の大きさはすでに述

べた通りである。あるいは２番目の問題で取

り上げた顧客をはじめとする組織外部の市場

志向の程度の影響もまた無視できないことが

考えられる。このレベルでの市場志向評価が

顧客のポジティブな反応に大きな影響を与え

ると考えられる。財務尺度だけでなく，顧客

の良好な反応といった市場成果を非説明変数

として組み込んだ場合，説明変数である市場

志向についても，組織レベルだけでなく個人

の行動や態度を，上級管理者による回答だけ

でなく，組織内外の多様な人々の回答を組み

込んで考える必要があるのである。

お わ り に

本稿では，市場志向研究の系譜ならびに今

日における市場志向研究に多大な影響をおよ

ぼしている２つの研究をとりあげ，セール

ス・パーソンと顧客とのやりとりなど，顧客

と従業員が直接接触する場の視点の欠如とい

う問題を指摘した。その上で，その問題を，

市場志向の分析レベルの問題（組織全体だけ

でなく顧客と接している従業員個人レベルの

分析の必要性）と市場志向の程度を評価する

主体の問題，さらに後者については，回答者

のタイプの問題（単一の源泉だけでなく多様

な源泉からの評価の必要性）と回答者の数の

問題（複数のインフォマントからの評価の必

要性）というふうに３つに整理し，それぞれ

について，方法論を含めた既存のマーケティ

ング，戦略論の研究からの知見と関連付ける

ことで，各問題をさらに明瞭にすることを試

みてきた。

顧客と接している従業員個人レベルの市場

志向の分析は，産業財マーケティング，サー

ビス・マーケティング，インターナル・マー

ケティングの知見からよりその必要性が浮き

彫りになる。これらはいずれも関係性マーケ

ティングと関係の深い領域でもある。関係性

マーケティングの諸研究は，産業財取引に特

にみられるような，不特定多数の顧客ではな

く特定化された顧客を対象にする場合（高島，

2006），さらに対人接触のウエイトが高く，

生産と消費の同時性という特性が特に顕著な

サービス財を取り扱う場合（Gummesonn,

1987：Gronroos, 1995）などにおいて特にあ

てはまりが良いとされている。関係性マーケ

ティングの考え方がより重要視される領域に

おいて特に市場志向研究は個人レべルの分析

― ―21

市場志向研究の展開と課題(伊藤)



が重要になるともいえるであろう。

多様な源泉からの市場志向評価の必要性は，

戦略論，消費者行動論におけるサービス品質

モデルなどで展開された知見から組織内部

― 外部間，組織内部でも上級管理者層と従

業員層との間でおこる市場認識のギャップの

存在が示されてきたことを根拠として，組織

あるいは事業単位の市場志向評価でも多様な

評価の必要性があることを主張することがで

きる。

さらに，市場志向の評価の回答者の数の問

題は，実証研究における質問票あるいはイン

タビュー調査における回答者の選定の方法論

のひとつであるキー・インフォマント・アプ

ローチに関する問題から，単一インフォマン

トに依存した場合，回答に様々なバイアスが

入り込む可能性が示唆されていることから，

上級管理者一人を回答者としてデータをとる

多くの市場志向の研究においても，バイアス

を回避する必要性を主張することができる。

本稿では，このように問題点（論点）の整

理にとどまっているが，提起した問題に対す

る先行研究はどれほど存在しているのだろう

か。結論を先に述べてしまえば，本文でもし

ばしば触れているように，市場志向の研究の

領域を幅広くみていくと，複数の論者が部分

的に本稿と共通した指摘をしていることは確

かである。特にセールス・パーソン個人レベ

ルの顧客志向の尺度としては，販売管理の分

野において，SOCO尺度（Saxe＝Weitz,

1982）は市場志向に匹敵する研究蓄積がある

といえる。また市場志向を従業員や顧客に評

価させた研究も少なからず存在している。

しかし，その問題の意識は論者間で微妙な

違いがあり，多くの論者が問題意識をほぼ共

有して，多くの実証研究等が行われ，発表さ

れていくようなまとまりを示していない。そ

こで，今後の研究を進展させていくためには

ばらつきのある諸研究をまとめあげておく必

要があると考えられる。その文献整理につい

ては，別稿にて行うことにしたい。

付記）本論文は，首藤禎史氏（大東文化大

学）と庄司真人氏（高千穂大学）との共同研

究の内容を一部含んでおり，基本的な問題意

識も部分的に共有している。無論，本稿の内

容の誤り等の責は筆者（伊藤）にあります。

付録

Narver＝Slater（1990）のMKTOR尺度

（回答はリッカートタイプの７点尺度で記録

される）

・我々の販売員は競争相手の戦略に関して事

業内で情報を共有している（競争相手志

向）。

・我々の事業目的はまず何よりも顧客満足に

よって駆動される（顧客志向）。

・我々は自らを脅かす競争相手の行動に迅速

に反応する（競争相手志向）。

・我々は顧客ニーズに従おうとすることへの

自らのコミットメントと志向性を常に監視

している（顧客志向）。

・どの職能部門の最高責任者も我々の現在と

将来の顧客を常に訪問している（部門間調

整）。

・事業の全ての職能部門間で顧客経験の成功

および失敗についての情報を自由に伝達し

合っている（部門間調整）。

・競争優位に関する我々の戦略は顧客ニーズ

の理解を基礎にしている（顧客志向）。

・我々の事業の職能部門（マーケティング／

セールス，製造，Ｒ＆Ｄ，財務／経理な

ど）は標的市場のニーズの充足によって統

合されている（顧客志向）。

・我々の事業戦略はどのように顧客に価値を

提供するのかということについての信念に

よって推進されている。

・我々はシステマティックにかつ頻繁に顧客

満足の測定をしている（顧客志向）。

・我々はアフターセールスのサービスを非常
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に重視している（顧客志向）。

・トップマネジメントは常に競争相手の強み

と戦略について議論している（競争相手志

向）。

・我々のマネジャーはみな事業内のすべての

者が顧客価値の創造にどのように貢献して

いるのかを理解している（部門間調整）。

・我々は競争優位の機会を提供してくれる顧

客を標的にしている（競争相手志向）。

Kohli＝Jaworski＝Kumar（1993）の MAR
 

KOR

-

（強く一致から強く不一致までの５点尺度）

・この事業単位では，将来必要とする製品や

サービスを理解するために，年最低一回は

顧客を訪問している。

・この事業単位では，数多くの市場調査を自

社内で行っている。

・我々は顧客の製品選好の変化を推測するの

が遅い。

・我々の製品・サービスの質を評価すること

を目的に，年最低一回は顧客の意見を集約

している。

・我々は産業の根本的な変化（競争，技術，

規制）を推測するのが遅い。

・我々は我々の事業環境において起こりうる

変化を定期的に考察している。

・我々は市場のトレンドや進展を議論するた

めに３か月に一度は部門間でミーティング

を行っている。

・我々の事業単位のマーケティング担当者は

他の職能部門と顧客の将来のニーズについ

て議論することに時間を割いている。

・何か重要なことが顧客あるいは市場に起

こったときに，短時間の間に事業単位全体

でそのことを把握している。

・顧客満足のデータは常に事業単位のあらゆ

る部門に伝搬している。

・ある部門が競争相手について何か重要なこ

とを理解したら，他の部門にそれを警告す

るのが遅い。

・競争相手の価格変化に対応する方策を決め

るのに途方もなく時間がかかっている。

・どうしたわけか，われわれは顧客の製品・

サービスのニーズの変化を無視する傾向が

ある。

・我々は，製品開発部門が顧客のウォンツに

適っているかを確認するために，彼らの成

果を定期的に再考察している。

・我々の事業環境で起こっている変化への対

応策を計画するために定期的に複数の部門

が協働している。

・この事業単位では，それぞれの部門の活動

がうまく調整されている。

・顧客は，この事業単位が自分たちに耳を十

分に傾けてくれないことに不満を持ってい

る。

・たとえ壮大なマーケティング計画を立てる

ことができても，それをタイムリーに実行

できないことがある。

・顧客が製品の改善を望んでいることがわ

かったら，関係する部門は改善のための具

体的な努力をする。

注

１)もちろん判断データには客観的なデータと比べ

てメリットも少なくないほか，主観アプローチと

客観アプローチとの間には強い相関があり，客観

データが入手できなかったり，サンプルに非営利

組織が含まれる場合にみられるように客観的尺度

を用いることが不適切であったりする場合は主観

データを用いることが適切である，とする研究も

ある（Dess＝Robinson, 1984：Kumar＝Su-

bramanian＝Yauger, 1998）。本研究も，上級管

理者の主観的な判断によるデータで組織の業績を

測定していることそれ自体を問題にし，その改善

の方向性を示すことは意図してはない。

２)この２つの問題分類については，小菅（2007）

の市場志向の文献レビューですでに類似の指摘が

されている。小菅によれば従来の市場志向研究は，

１つの企業あるいは事業単位に組織文化は１つで

あるという前提に立って組織レベルの市場志向の
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程度をマネジャーに訊ねるものに偏り，販売管理

で展開された販売員個人レベルの顧客志向研究は

個人レベルの行動を従業員本人に訊ねるものに

偏っており，組織レベルの市場志向について従業

員に評価させるもの，個人レベルの顧客志向をマ

ネジャーに評価させるものが新たなアプローチと

して開発されるべきであることを主張する。しか

し，後２者に関する研究も実際にはかなりあるの

であり，さらにそれら評価と従来の研究方法で測

定された市場志向の度合いとの関連を検討した研

究も相当にあると本稿では考えている。さらに，

本稿では，回答者の偏りに関する問題については，

２つの問題に分けることができると考える。

３)インターナル・マーケティングがその目標を達

成するためにとられる手段についてはまだ発展途

上といえるが，代表的なものの１つに，インター

ナル市場志向という，MARKORなどの市場志

向の測定尺度をインターナル・マーケティングの

文脈において用いてい研究もある。MARKOR

をベースにしてこの内部市場志向の測定尺度を開

発した Ling＝Greenly（2005）は，その市場志

向尺度が顧客満足，相対的競争地位，スタッフの

コンプライアンス，スタッフの定着度，スタッフ

の態度といった従属変数を説明していることを示

している。

４)Harris（2002）は，市場志向の研究における

市場志向の測定に関する問題として，最も好まし

い地位にいて事象に精通している人からの情報を

獲得できていないこと，市場志向の比較可能な要

素を提示していなこと，単一の組織内インフォマ

ントに過度に依存していることなどをあげている

が，第１番目と第３番目の問題点がそれぞれ独自

の問題点として区別されていることに注目したい。

彼の研究では，前者についてはパースペクティブ

の問題，後者についてはインフォマントの問題で

あり，マルチ・パースペクティブでかつマルチ・

インフォマントなアプローチを提唱する。本稿で

用いているマルチ・パースペクティブ，マルチ・

インフォマントという表現も，彼の指摘をベース

にしている。

５)Lukas＝Ferrel（2000）は，SBUのトップ層

にまずキー・インフォマントの選定をおこなって

もらっているが，その結果として，どのような層

がキー・インフォマントとして選定されたのかは

論文中では記載されていない。
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